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第１章① 研究目的と背景
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●職場学習に関する研究は、状況的学習論の理論的影響を受けつつ、実際の仕事場に
おいて、人間の認知・学習が、仕事のやり方や構造、仕事場における人的リソースに
埋め込まれていることを強調し、その解明に当たろうとする学際的研究領域である。

●「職場（Workplace）」を「学習環境」としてとらえ、ＯＪＴ、Ｏff-JTという概念で
は見落としてしまいがちな「職場における学習の実態や可能性」に着目し、実践的研
究が行われている。

●特別区各区では、人材育成方針や研修実施計画を策定し、「望ましい職員像」や
「求められる能力」などの理念が示されているが、「職場における学習の実態や可能
性」に着目を検証する研究はほとんど見られない。

●制度に形作られた自治体職員の職場環境は民間企業とのそれとは異なるにもかかわ
らず、学習環境として職員にどのように影響を及ぼしてきたかについて明らかにされ
てこなかった。

→特別区において人材育成がどのように行われているのか、人材育成基本方針等に
     示されている理念や方向性を整理した上で、組織のあり方や人事制度なども含めた
     職場を学習環境ととらえ、特別区の現場での教育と職員の学習の視点で検討する
    ことでその構造の明確化を試みる。



第１章② リサーチクエスチョン
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１．特別区各区における組織の人材育成の取り組みに
ついては制度化され、その構造は共有されている
ものの、実際には期待通りに機能しているとは
いいがたい現状がある。
そのため、制度の構造とは別に、運用としての
「職場の人材育成」の構造が存在するのではないか。

２．人材育成の対象となっている職員が、制度及び運用
の構造の下でどのように学習しているかを明らかに
し、人材育成の効果と効率を高めるための取り組み
を検討できるのではないか。



研究の枠組み
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●第２章
各区の人材育成基本方針等をもとに、特別区の人材育成の
特徴と、「目指す職員像」と「必要な能力」に示された
内容を整理する。

●第３章
特別区を含む都市部の自治体を対象としたアンケート調査
の結果をもとに、特別区各区の取り組みの比較、特別区と
他自治体の取り組みの比較などの量的な分析を行う。

●第４章
特別区の人材育成担当者及び若手職員へのインタビューを
分析し、ＧＴＡ（グラウンデッド・セオリー・アプローチ）
の継続的比較分析法により分析し、職場学習の実態を明らか
にするとともに、効果的な支援の理論化を試みる。



第２章 人材育成方針の分析
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人材育成基本方針は、特別区においては２３区のうち２２区が方針を策定

「職員に求められる能力」の記載状況
・方針を策定している２２区のうち２０区が提示
・地方公務員法に標準職務遂行能力が定められた平成２６年の前後の
書きぶり、また標準職務遂行能力の取り込み方に区ごとの考え方が
あらわれているが、「職務遂行能力」「政策形成能力」「対人関係能力」
「課題解決能力」といった項目は共通して含まれている。

「求める職員像」の記載状況
・方針の策定に限らず、採用時に提示するものなどを考慮すると
すべての区が示している。
・採用後の職員像においては、「自ら」「行動」「向上」「挑戦」などの
主体性や積極性を表現する用語が多く用いられている。
また、「区民」を顧客と意識した記載が多い。

人材育成基本方針のテキスト分析
職員の主体性、個々の能力開発を含意した「一人ひとり」「自己」
などの単語の頻度に区によって違いがあり、多用されている区と
現れない区が見られた。



第３章 自治体へのアンケート調査
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政令市、中核市、特別区（103自治体）対象に令和2年11月～12月実施、回収率98.1％

１人材育成方針の浸透度
ほとんどの自治体が方針を作成しているが、「人材育成ビジョンや

成長モデルについて、職員の理解を促し浸透させていきたい」を
課題に挙げた団体は７０%を超える。

２学びの対象と習得方法の関係
方針の「職員に求められる能力」には、その習得に職員自身の学びの

機会や経験の蓄積がポイントとなるものや、業務を通した習熟を
動機づける必要がある能力も多いが、採用されている習得方法は
集合研修が多い。

３職員の学びの環境と組織的支援の関係
「人材育成は人材育成部門が担うべきとの各職場の意識を変えて

いきたい」との回答が半数を超え、人材育成担当の活動に支援的な
アクターが少ないことがうかがえた。



第４章ＧＴによるインタビュー分析
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１データの収集
インタビューのためのターゲットグループを抽出
（１）人材育成担当課長のグループ
（２）若手職員のグループ

２インタビューを実施して逐語録を作成
逐語録をデータとしてコーディングを実施
継続的比較分析法によりコンセプト生成し、概念図を作成

※インタビュー及び分析の実施状況
管理職４名へのインタビュー：令和２年１月～８月

                                                                   １名につき２時間程度

若手職員３名へのインタビュー：令和２年８月
名につき１時間程度



【参考】ＧＴＡ（グラウンデッドセオリーアプローチ）
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●質的研究法のひとつで、聴き取りや監察の結果得られた
個別事象から共通の要素を抽出し、当該現象を説明できる
ような理論モデルを生成することを目的とする手法

●誇大理論（grand theory）に現象を当てて仮説検証する
従来のアプローチに疑問を抱いていたグレイザーと
ストラウスによって開発された

●ＧＴＡには複数のバージョンがある→ 今回はグレイザー流

    下記の点は いずれのバージョンにも共通
①データに基づく（grounded）
②生のデータから抽象化・概念化を行う
③生成された概念同士の関連性を検討する
④データ、現象、概念相互の比較検討を継続的に行う
⑤理論的飽和を目指す



ＧＴによる分析から―人材育成担当課長
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１ 限界に追い詰められていく職場の姿
各区とも、「行革のひずみ」、「歪に縮小した職員集団」、「消耗した職場」など、
表現は様々だが、職員は減る一方で仕事が増え、忙しさが増す一方の職場のなかで、

世代交代が急速に進んでいる状況がある。

２ロールモデルなき職場学習
どの課長も、いかに職員と意識を共有して職員や職場を善くしていこうかと試行錯

誤を重ねながら育成に取り組んでいるが、短期的成果が見えにくく、「人材育成がう
まくいっている」という決め手に欠ける。

３片思いの人材育成担当課長
人材育成担当が打てる最も有力な手段である研修は多忙な職員から人気がない。

人事部門や現場の管理職は目の前の「対応」に精一杯で、育成まで視野に入れる余裕
がないことも少なくない。

４人事ポリシーと職場学習の不整合
特別区各区には、人材育成基本方針という整備された人事ポリシーがあり、人事評

価制度も整備が進み、戦略的に評価を通じた育成ができる制度的条件は整ったように
見えるが、制度をその想定通りに機能させることは難しいと考えられている



ＧＴによる分析から―若手職員
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１ 双方向的・水平的ＯＪＴ
人材育成基本方針等では、職員は「指導される立場」と位置づけられているが、職
場では年齢を問わず立場を交代しながら繰り返し「教える」立場と「教わる」立場に
立つ【双方向的・水平的ＯＪＴ】が行われており、それを通じて職員が成長している。
ただし、扱われている知識や技能は暗黙知の状態であるものも多く、職場学習として
体系化できているとは言えなかった。

２ロールモデル職員の与える影響の大きさ
新人時代にロールモデルと感じた先輩職員の存在が、その後の職員に与える影響

が大きい。

３ 人材育成担当課長インタビューとのギャップ
人材育成担当課長へのインタビューでは、決められた時間に決められた仕事をこな
すだけの職員の姿にもの足りなさを感じていることがうかがえたが、若手職員たちは、
時間内にやるべき仕事をきっちりこなして定時に帰るような「仕事ができる人になり
たい」との意識を持っている。



人材育成におけるアクター間の関係①

12

人材育成のアクター

本研究において、人材育成や職員の職場での学習に影響を及ぼしていると
考えられるアクターは以下のとおりである。

・人材育成担当
・人事担当
・各職場の管理職
・各職場の係長
・同僚職員
・若手職員

・新人
・トップ層
・他の職場
・業務でかかわる区民
・（広い意味での）区民



人材育成におけるアクター間の関係②
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アクター間の関係

・人事担当と人材育成担当とは、必ずしも育成において連携が
    図れているとは言えず、「人事の壁」を感じる場合が多い。

・人材育成担当は課長の育成の役割に大きな期待を寄せている
    が、課長・係長のプレイングマネジャー化、課の規模や育成
    に対する関心の度合いによって取り組みにばらつきがある。

・トップ層が育成に強く関与している区は、管理職がその役割
     として人材育成に取り組んでいる。

・若手職員にとって、身近な人間関係のなかで接するチューター
    や一緒に業務を担当している職員を通じて仕事を覚えるため、
    忙しさや人間関係など、職場環境が職場学習を左右しやすい。



第５章 全体考察と今後の課題
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職場学習を支援するために

●人事ポリシーと職場学習の不整合の解消

●業務において日々当たり前に実践していることが、すでに学習であり、
政策形成であることを職員に動機づける

●人材育成に関わるアクター間の利害調整機能

●職場への教育的な介入策の検討

●職場環境の改善

今後の課題

●職場学習のＧＴによる分析として、各区の概念図の統合や職員のインタビュー
を追加的に行う必要がある。
●人材育成担当課長が述べていた職場の規模による学習の差異はどのように
生じているのか、人事部門と人材育成担当部門の関係、「仕事ができるよう
になるための学び」をマネジメントにつなげる足場かけについてなど、
職場学習の支援策についてさらなる検討が望まれる。



まとめ
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● 制度的な構造は、人材育成基本方針等に示した人材ビジョン
     と標準職務遂行能力をリンクさせ、人事評価を育成的に運用
     することを意図していると言える。

●一方、人材育成の機能が低下している職場の状況、人材育成
     担当課長の置かれている状況、関係するアクターの存在が
     明らかになるとともに、定期異動により年齢を問わず
   「教える」立場と「教わる」立場を交代しながら業務知識等を
     習得する実態や、ロールモデルとなる先輩職員が後輩に与える
     影響が大きいといった「運用の構造」が明らかになった。

●職場学習を支援するために、職場環境の改善とともに、
    人事ポリシーと職場学習の不整合の解消、業務に埋め込まれた
    学習の評価、人材育成に関わるアクター間の利害調整機能や
    職場への教育的な介入策の検討が求められる。



研究を終えてその後… 【佐藤研究員】
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研究の成果（自己評価）
ビフォーコロナの「職場での学び」は確認できた。

今後の取り組みへの期待
研究として

本研究をきっかけに発展的な研究が行われる

各組織での取り組みに対して

組織によって課題の優先順位やリソースは異なる。
各組織で現状分析が行われ、職場での学習を評価し、
後押しするしくみや取り組みが生まれる

しかし…
アフターコロナの職場は過去の延長線上にはない？



研究を終えてその後… 【竹中研究員】
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研究参加時(１箇所目・～４年目)
【所属：税務課 納税】
期待される役割→徴収率ＵＰ
◎研修(座学)で学べる内容も多い
・法律や規則、過去の徴収手法
・関連する書籍もたくさんある
・事務作業は形式的
◎先輩職員や国税ＯＢに聞く(経験値)
・都の実施する職場体験研修(捜索)
・区で先行事例のない滞納処分
◎庶務的なことは全くわからず
◎勤務評定がわかりやすい

現在(２箇所目)
【所属：地域活動推進課 町会担当】
期待される役割→町会との連携強化
◎庶務的なこと(契約)も多い
・消耗品の購入や会場確保など

→やり方がわかれば出来るが、所見だと
何から手をつけるかわからない…

◎区民(町会の人)との関わり方
・人間関係は異動による引継ぎが難しい
・法律やルールだけではない部分

→マニュアルだけでなく経験値が大事？

・研究会参加時には１箇所目でイメージが沸きにくい状況で聞いている部分もあった
・税務課で仕事が出来る人≠地域活動推進課で仕事が出来る人
・(現状)中野区は１０年で３箇所→(案)７年で５箇所くらい経験後、５年程度毎に異動
・区民や外部機関からの信頼は引き継ぎが困難(異動の際に紹介があるといい？)
・大学卒業までに接することのなかった人たちと接することはイメージしにくく難しい



研究を終えてその後… 【赤羽研究員】
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感想
●従来の人材育成は限界を迎えつつあり、どこの区も新時代
の人材育成のあり方を模索している。

●職員を潰さない職場環境（長時間労働、お互いに思いやり
を持つ職場、パワーハラスメント・カスタマーハラスメン
トなど各種ハラスメント等）の安全性確保、労働衛生対策
が一つの鍵になるのではないか。

●やる気のある職員が気軽に交流できる（意見交換できる）
場を設けることで、正の連鎖反応を起こせるのではないか。

⇒人材育成担当のみに任せっぱなしにせず、各課が主体的に
職場学習を促す仕組みづくりをできないものか。



研究を終えてその後… 【林研究員】
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個人的な感想
• 人事に関する組織内部における実際の利害調整過程への関
心（ステークホルダーアプローチ）は、現在の人的資源管
理論の主流ではないが、改めてその重要性を認識。

• 人材育成をめぐる制度と運用の乖離に驚き。
• GTAはとても面白い。

今後したほうがいいと思うこと
• 今回は人材育成担当課長＋若手職員から見える世界の解明
が中心。人事担当や職場の課長・係長などの各アクターの
認識は別途明らかにする必要あり。

• 研究員から出た政策アイディアの効果検証。
• 年齢、性別、職業（区職員、民間企業人事担当者、大学教
員等）などの点で多様な背景を持つ人の議論の場。



ご清聴ありがとうございました
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